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【審査論文】
観光による経済効果の測定方法に関する考察
藤丸麻紀
Consideration about the method for measuring the Economic Impact of 
Tourism
Maki FUJIMARU
要旨
　2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて、訪日外国人数が急増しているが、その経済効
果はどのくらいになるのか。そしてオリンピック・パラリンピック後まで効果は続くのだろうか。
　各機関から発表された東京オリンピック・パラリンピックの経済効果を比べると、多くは産業連関表に
よる生産波及効果を推計しており、直接効果はそれほど変わらないものの、付随効果の仮定によりその大
きさが左右されることが分かった。
　次に、観光の経済効果の測定方法を、測定対象別と測定方法別に考察した。その結果、とくに大規模イ
ベント等では、産業連関表による推計では観光投資の効果等が含められないため、マクロモデル や費用
対効果などの分析が必要であることが分かった。
　そこで、とくに現在急増している訪日外国人による経済効果を分析することを目的として、産業連関表
による生産波及効果の分析を行うとともに、より正確な効果を測定するための供給側を含む観光投資と観
光需要を明示的に取り入れたマクロモデルの構築を行った。
キーワード：観光産業　訪日外国人　旅行消費額　経済波及効果　産業連関分析　マクロモデル　
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Input-Output model, Macro Economic Model
はじめに
　2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて、観光客受け入れの基盤整備も進み、訪日外国
人数も増加して、観光関連産業の発展が期待されている。
　観光産業の経済波及効果は大きいと言われているが、どのように測定しているのか、測定方法は正確な
のか、観光による経済効果の測定方法に関して、実例を紹介しながら考察したい。
１．東京オリンピック・パラリンピックの経済効果の測定
　本章では、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの経済効果に関する試算結果を比較し、試算
方法やその限界などについて考察してみる。
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（1）経済効果の試算例
（a）東京都　2012年 6 月、2017年 4 月発表
　招致時点の2012年 6 月の招致委員会調査では、2013年から2020年までの経済波及効果を 2 兆9609億
円、雇用創出効果を15.2万人と推計していた。しかし、2017年 4 月に発表した報告書では、2013年（大
会招致決定）～ 2030年（大会10年後）までの経済効果を約32兆 3 千億円、雇用増加数　約194万人と推
計している（表１）。
　2017年の試算では、直接的効果は、競技会場整備費、大会運営費、観戦者支出、企業マーケティング
活動費などで約 2 兆円としており、2012年の推計から大きくは変化していないが、付け加わったのは大
会後に残る遺産としてのレガシー効果である。レガシー効果には、大会に関連して交通インフラ等が整備
される費用や、バリアフリー、暑さ対策のための整備費用などのまちづくり費用の他、スポーツ人口やボ
ランティア人口増加による需要増、観光需要増加や輸出拡大なども含めている。これが約12兆円になり、
計14兆円の需要増加額が見込まれるとしている。そしてその需要増加額から産業連関表を用いて計算し
た生産誘発額が、東京都で約20兆円、全国で約32兆円としている。
表１　東京都による試算結果
 
 
項⽬ 内容 需要増加額
施設整備費 恒久施設整備費 3,500
仮設施設整備費、エネルギーインフラ、輸送、セキュリティ、
テクノロジー、オペレーション、管理・広報、その他
⼤会参加者・観戦者⽀出、家計消費⽀出、
国際映像制作・伝送費、企業マーケティング活動費
19,790
項⽬ 内容 需要増加額
新規恒久施設・ 新規恒久施設・選⼿村の後利⽤、
選⼿村の後利⽤、 ⼤会関連交通インフラ整備、バリアフリー対策、
東京のまちづくり、 ⽔素社会の実現等
環境・持続可能性
スポーツ、 スポーツ実施者・観戦者の増加、
都⺠参加・ボランティア、 障害者スポーツの振興、ボランティア活動者の増加、
⽂化、教育・多様性 ⽂化イベント観客の増加、
外国⼈留学⽣の増加等
経済の活性化・ 観光需要の拡⼤、国際ビジネス拠点の形成、
最先端技術の活⽤ 中⼩企業の振興、ＩＴＳ・ロボット産業の拡⼤等
122,397
◆需要増加額  東京都で約14兆円
         要増加額を約12兆円と推計
⼤会運営費 10,600
その他 5,690
合計
8,159
91,666
合計
22,572
・直接的効果  ⼤会開催に直接的に関わる投資・⽀出により発⽣する需要増加額を約２兆円と推計    単位：億円
・レガシー効果  ⼤会後のレガシーを⾒据えて実施される東京都内での取組を抽出し、施策ごとのシナリオに基づく
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資料：東京都オリンピック・パラリンピック準備局『東京2020大会開催に伴う経済波及効果（試算結果のまとめ）』2017年４月
（b）みずほフィナンシャルグループ　2017年 2 月発表
　2014～2020年の経済効果を30.3兆円と試算している。
　そのうち、直接効果は1.8兆円としており、これには、施設整備費、大会運営費、大会観戦客支出、五
輪関連グッズや家電等の消費支出増加などが含まれている。
　さらに、付随効果は28.4兆円としており、これには訪日外国人増加や都市インフラ整備の加速、民間
投資活性化、スポーツ関連支出増加などが含まれる。付随効果には、多言語対応やスポーツ需要、日本食
への需要、国際会議なども含まれる。
　訪日外国人需要がモノ消費からコト消費へ、団体から個人へ、地方へと質的変化する中、スポーツツー
リズム（みる、する）の拡大やスポーツ産業の活性化が課題であるとしている。
（c）日本銀行　2015年12月
　2014～2020年の実質GDP成長率を年率平均＋0.2～0.3%程度押し上げるとしている。
　これは、訪日外国人の消費額をダイナミック・パネル分析で予測し、それとオリンピック関連建設投資
の各種情報による積み上げで求めて算出している。この推計結果は、過去のオリンピックの経済効果に比
べると低めになる可能性があるとしている。それは、発展段階の国で開催される場合に比べて社会インフ
ラ投資の限界生産力が小さいことと、既に社会インフラが整備されているためオリンピック予算のGDP比
率が小さいためである。ただし外国人観光客の増加は過去のオリンピック開催国の経験でも開催前から開
催後にかけても増加する傾向にあるため、オリンピック関連建設費による経済効果よりも持続的な効果が
見込めるとしている。
（d）森記念財団都市戦略研究所　2014年 1 月
　経済波及効果を19.4兆円、雇用創出を約121万人と試算している。
　東京都発表（2012年）の 3 兆円に加えて、MICE活発化等による訪日外国人増加に基づく旅行消費額の
増加と宿泊施設の建設費、SNS等の情報インフラの拡充やシステム開発などに伴う新規産業創出と外国企
業の進出、そしてオリンピックという高揚感による消費性向が高まるドリーム効果などを含めている。
単位：億円
東京都 全国 東京都 全国 東京都 全国
直接的効果 33,919 52,162 17,287 24,824 9,708 13,664
レガシー効果 170,488 271,017 88,874 130,516 51,765 73,492
総計 204,407 323,179 106,161 155,340 61,473 87,156
単位：⼈
東京都 全国
直接的効果 206,676 306,265
レガシー効果 1,089,376 1,632,674
総計 1,296,052 1,938,939
項⽬
⽣産誘発額
項⽬
雇⽤誘発数
雇⽤者所得誘発額付加価値誘発額
◆雇⽤誘発数  東京都で約130万⼈、全国で約194万⼈
◆経済波及効果（⽣産誘発額） 東京都で約20兆円、全国で約32兆円
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（2）試算結果について
　上記 4 つの試算のうち、訪日外国人観光消費額とオリンピック関連建設投資を予測して積み上げた（c）
以外は、直接効果と付随効果を仮定して産業連関表によって生産波及効果を試算したものである。
　（a）、（b）、（d）とも、直接効果はおおむね 2 兆円程度と試算されているが、これは直接的な大会施設
整備費・運営費や大会の参加者による支出等が主となっているため、東京都の試算から大きく外れた結果
にはならないためと思われる。それに対して、付随効果としては、スポーツイベントやボランティアの活
性化、訪日外国人の増加による効果などはある程度の試算が可能であるが、消費意欲の拡大や経済活性化
などのドリーム効果、レガシー効果などは、どこまで見込めるかは非常に不明確であるため、仮定によっ
て差が大きくなる。
　そして、直接効果と付随効果を合わせた投資・支出額を需要増加として、これをもとに産業連関表から
見た生産波及効果を計算しているため、仮定による試算部分がさらに大きくなっている。
（3）経済効果試算の限界、問題点
　しかし、この産業連関表による経済波及効果の算出方法によると必ずプラスの効果、しかもかなり大き
なプラスの経済効果が出るという結果になるが、マイナスの効果はないのだろうか。
　実は、表 1 の東京都の試算を見ると、運営整備費3500億円と大会運営費 1 兆600億円の合計が大会運
営に経費としてかかる支出と考えると合計 1 兆4100億円になるのに対して、大会参加者・観戦者支出は
チケットや物販等による収入と考えられるが5690億円であるため、単純に差し引きすると8500億円ほど
の赤字となる。つまり大会単体で考えると決して収支はプラスにならない。しかし、この直接的効果につ
いてだけでも乗数効果および波及効果で見込まれる需要増加額が 3 兆3919億円と試算されているため、
大会運営者ではなく都あるいは国全体の収支としては経費 1 兆4100億円をかけても十分プラスになると
いうことである。
　しかし、大会のための整備費用や運営費用などの巨額の費用は、その時の支出だけではなく債券発行な
どにより財政負担を後に残したり、他の分野への財政支出に影響を及ぼす可能性がある。
　また、オリンピックのための投資が優先となり、人手不足で賃金が高騰したり、金利上昇によって、他
の投資を押しのけるクラウディングアウト効果や、オリンピック関連の消費が増加する一方で他の消費を
抑制する代替効果が起こる可能性もある。
（4）オリンピックには経済効果があるのか
　そのようなマイナスの効果まで考えると、オリンピックの経済効果はどのようになるのだろうか。坂田
（2017）によると、オリンピックおよびワールドカップの経済効果にかかる論文を調べたところ、大会準
備期間の雇用拡大効果にはプラスの影響が認められる場合もあるものの、大会後までの長期的経済効果は
認められないとしている論文が多い。過去のオリンピック開催前後の開催国の実質経済成長率を調べた結
果をみても、開催年に向けて設備投資と個人消費が多くなる国が多いものの、大会後は景気停滞に陥る国
が多い。しかしRose,A.K. and Spiegel, M.M.（2011）によると、オリンピック開催国だけではなく開催国
に選ばれなかったオリンピック招致国にも輸出を増やす効果が認められるという。これは政府が貿易自由
化に本腰を入れているというメッセージとして市場に受け止められるからだという。
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２．観光による経済効果の算出方法の比較
　以上は東京オリンピックに関する経済効果の予測結果であるが、それ以外にも観光による経済効果の測
定にはどのようなものが考えられるか分類し、それぞれに適切な経済効果の算出方法について考える。
（1）測定対象による考察
（a）大規模イベント（オリンピック、万博など）の効果　投資効果
　前章でみたように、オリンピックや万博などの大規模イベントの経済効果は、運営費だけではなく施設
整備費などの投資が必要であるため、施設整備費と運営費といった経費に、参加者による収入を加えた金
額が直接的な需要となる。しかし大規模イベントは都道府県や国をあげて行うものであるため、それによ
る波及効果を経済効果として考えることができる。波及効果は消費や投資による所得増を通じた乗数効果
だけではなく、産業間の中間投入産出構造からみた産業連関による生産波及効果をみることで、各産業へ
の生産誘発額を計算することができる。
（b）小規模イベント、祭り
　小規模イベントや祭りの経済効果を算出するためには、直接的な運営費（主催者事業費）と収入（来場
者消費支出）を比較してイベント自体の収支を出すのが第一であるが、会場以外の飲食、交通、観光、物
品購入費等を含めた総支出をもとに、産業連関表で生産波及効果を調べると、二次波及効果まで考えると
主催者事業費の6倍以上の経済波及効果があるという試算もある（日本イベント産業振興協会（2001））。
また、2016年の屋内イベント全体の消費規模は16兆5314億円と推計されている（日本イベント産業振
興協会（2017））。
　従って、イベントや祭り単体では儲けが出なくてもまたは赤字でも、町おこしや訪問者増による消費増
加額を考えると、商店会や自治体などで行う意義は十分にある。
（c）MICE会議などによる集客の効果
　MICEとは、企業等の会議（Meeting）、企業等の報奨・研修旅行（Incentive Travel）、国際会議（Convention）、
展示会・見本市・イベント（Exhibition/Event）の頭文字で、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベ
ントなどを総称したものである。
　MICEは、多くの人が集まるため、また滞在期間が比較的長いことが多いため、開催地を中心に大きな
経済波及効果をもたらすといわれる。また企業・産業活動や研究・学会活動と関連している場合が多いた
め、人の集積や交流から派生する新ビジネスなどの機会をもたらすことにもつながる。そのため、MICE
が国や都市の競争力を向上する手段として注目されている。
　観光庁では、サンプリング調査にもとづき、国際会議の参加者の総消費額、主催者の総支出額、出展者
の総支出額を算出し、産業連関表を用いて経済波及効果を推計している。2015年に開催された経済会議
による経済波及効果の推計額は5905億円である（観光庁（2017））。
　
（d）新幹線開通による観光客増大の効果
　北陸新幹線開通により、首都圏から金沢への旅行がしやすくなり、観光客が増加した。新幹線開通によ
る経済効果は、観光客増加だけでなく企業活動や人々の生活など大きな影響があるが、観光客増加は目に
見える効果が大きく、とくに開通直後の急増期には、ホテルや観光施設の建設投資も促進されるため、経
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済波及効果が大きい。したがって、新幹線開通の観光客増大による経済効果を測定するためには、観光客
増加による消費拡大がもたらす波及効果だけではなく、建設投資の拡大がもたらす波及効果も含めて計算
する必要がある。
　たとえば日本政策投資銀行（2016）では北陸新幹線の金沢開通による観光客増大が当初予想より大きく、
石川県への経済波及効果は当初予想の5倍超の678億円と発表している。このことは、予測の難しさを表
している。
（2）測定方法に関する考察
（a）産業連関分析による域内所得および雇用創出効果の分析
　以上で紹介した経済効果は、ほぼ全て産業連関表により経済波及効果を測定している。
　経済波及効果とは、ある産業の需要が増加したとき、その産業だけでなく取引を通じて他の産業に影響
を及ぼす生産誘発効果のことをいう。産業連関表とは産業間の投入産出を表にしたもので、その表を用い
て影響の大きさを試算することができる。
　例えば、観光による消費増加がもたらす経済効果を測定するためには、観光消費額から輸入による遺漏
を除き（県内への効果の場合は県外からの移入も除く）国内生産分を計算し、それに中間投入を通じた生
産誘発額を第一次間接効果として計算する。次に、直接効果と第一次間接効果による雇用者所得が、家計
消費の増加を通じてもたらす生産誘発額を第二次間接効果として計算する。直接効果、第一次間接効果、
第二次間接効果を足したものが生産誘発額となる。
　また、生産誘発額に雇用係数（従業者総数/国内生産額）をかけて、雇用誘発者数が計算できる。
（b）マクロモデル等による経済効果の測定
　しかし、産業連関分析による経済効果は、需要が増加した時に他の産業にどのくらいの需要を誘発する
かを計測するため、賃金上昇や金利上昇を通じたクラウディングアウト効果や、家計の予算制約や財政の
制約により他の消費や財政支出に影響を及ぼす代替効果は計測できない。また、大規模イベントのための
施設整備などの公共投資・民間投資には、需要効果だけではなく供給効果も考えられるが、それも計測で
きない。例えば、観光施設が新たに建設されることで、観光需要が促進されたり、宿泊施設や交通網が整
備されることで観光に要する時間や費用のコストが下がるという影響などである。
　そこで、それらの効果も含めて計測するためには、マクロモデルや一般均衡モデルを構築してシミュレー
ション分析することが必要になるだろう。
　具体的には、観光支出の増加による乗数効果を求める観光乗数モデル（北條（2001））の他、投資によ
る供給効果を含めた生産関数アプローチ（国土交通省国土交通政策研究所（2006））や内生的成長モデル、
さらには応用一般均衡（CGE）モデルによる分析も考えられる。この中には、観光支出そのものの要因を
求める観光需要関数を組み込んでいるものもある（齊藤・戸田（2004））。
（c）投資効果の測定
　大規模イベントのように、施設整備費などを必要とするイベントの経済効果を考えるためには、投資効
果としての費用対効果を測定するという方法もある。そのためには、費用便益分析（CBA）による社会的
便益と社会的費用の測定が考えられる。他にも、観光インパクトの非市場的経済価値の測定方法として、
旅行費用法（TCM）、仮想市場評価法（CVM）、コンジョイント分析、ヘドニック価格評価法（HPM）な
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どの方法もある。
（d）その他のメリット・デメリットを計測に含める工夫
　観光資源には公共財としての性質もある。そのため、観光には外部効果が働きやすい。観光の外部性に
関しては藤波（2011）に詳しく観光資源の分類ごとにその影響が分析されているが、電線地中化による
魅力向上やドラマの舞台として取り上げられて観光客が増加するというのが正の外部性であり、環境破壊
や事件により観光客が減少するというのが負の外部性であるとしている。
３．訪日外国人客による経済・社会効果
　以上で見てきたように、観光の経済効果の測定方法に共通する直接効果は、観光消費額の増加による効
果である。そこで本章では、観光の中でも、東京オリンピック・パラリンピックに向けて急増している訪
日外国人客による観光消費額の経済効果を考え、測定方法に関して考察を行う。
（1）観光産業および訪日外国人客の経済効果
　観光庁によると、2015年の旅行消費額は25.5兆円で、直接効果としては粗付加価値額が12.1兆円で
GDPの2.3%、雇用が231万人で全雇用の3.5%を占めるが、産業連関表によって推計した生産波及効果は
52.1兆円、付加価値誘発効果は25.8兆円で、これはGDPの4.9%を占め。雇用効果は440万人で全雇用の6.7%
にあたる。
　旅行消費額25.5兆円の内訳をみると、最も大きいのが国内宿泊旅行の16.2兆円、次いで国内日帰り旅
行の4.6兆円、訪日外国人旅行による3.3兆円（暫定値）となる。
　これを毎年の推移で見ると、とくに2014年以降、訪日外国人による旅行消費額が占める割合が増加し
ており、2010年の5.1%から2017年には16.5%（暫定値）に増えていることが分かる。
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資料：観光庁『旅行・観光消費動向調査　平成29年年間値（確報）』2018年
図１　旅行消費額推移
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　さらに、訪日外国人旅行による旅行消費額の推移を内訳も含めて詳しくみてみる。2012年以降、毎年
増加率が高いが、とくに2014、2015年の伸びが大きいことが分かる。
　
表２　訪日外国人旅行消費額の内訳
a b c(=a+b) d e(=c×d)
年
日本国内
での旅行
中支出
　 （円）
増加率
（％）
パッケージツ
アー参加費
に含まれる
国内収入分
     （円）
増加率
（％）
一人あたり
旅行支出
    （円）
増加率
（％）
訪日外客数
(JNTO)
     （人）
増加率
（％）
訪日外国
人旅行消
費額
  （億円）
増加率
（％）
2010 112,758 - 20,668 - 133,426 - 8,611,175 - 11,490
2011 113,917 1.00% 16,902 -18.20% 130,819 -2.00% 6,218,747 -27.80% 8,135 -29.20%
2012 111,951 -1.70% 17,812 5.40% 129,763 -0.80% 8,358,105 34.40% 10,846 33.30%
2013 115,837 3.50% 20,856 17.10% 136,693 5.30% 10,363,904 24.00% 14,167 30.60%
2014 124,612 7.60% 26,562 27.40% 151,174 10.60% 13,413,467 29.40% 20,278 43.10%
2015 143,832 15.40% 32,335 21.70% 176,167 16.50% 19,737,409 47.10% 34,771 71.50%
2016 129,367 -10.10% 26,528 -18.00% 155,896 -11.50% 24,039,053 21.80% 37,476 7.80%
2017 130,653 1.00% 23,268 -12.30% 153,921 -1.30% 28,691,073 19.40% 44,162 17.80%
資料：観光庁『訪日外国人消費動向調査』各年版より作成
表３　訪日外国人旅行消費額による経済波及効果の推計結果
訪日外国人旅行消費額 経済波及効果 単位：百万円
   
農林水産業 � � ������ �������
鉱業 � � ����� �����
飲食料品 � � ������� �������
繊維製品 � � ����� �����
パルプ・紙・木製品 � � ������ ������
化学製品 � � ������ ������
石油・石炭製品 � � ������� �������
プラスチック・ゴム � � ������ ������
窯業・土石製品 � � ����� ������
鉄鋼 � � ������ ������
非鉄金属 � � ����� �����
金属製品 � � ������ ������
はん用機械 � � ����� �����
生産用機械 � � ����� �����
業務用機械 � � ����� �����
電子部品 � � ����� �����
電気機械 � � ����� �����
情報・通信機器 � � ����� �����
輸送機械 � � ������ ������
その他の製造工業製品 � � ������ ������
建設 � � ������ ������
電力・ガス・熱供給 � � ������� �������
水道 � � ������ ������
廃棄物処理 � � ������ ������
商業 ��������� ��������� ��������� ���������
金融・保険 � � ������ ������
不動産 � � ������� �������
運輸・郵便 ������� ������� ������� �������
情報通信 � � ������� �������
公務 � � ����� ������
教育・研究 � � ������ ������
医療・福祉 � � ��� �����
その他の非営利団体サービス � � ������ ������
対事業所サービス � � ������� �������
対個人サービス ��������� ��������� ��������� ���������
事務用品 � � ������ ������
分類不明 ����� ������ ������ ������
合計 ��������� ��������� ��������� ���������
資料：総務省『平成23年産業連関表』を用いて筆者推計
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　ここで、2016、17年の訪日外国人旅行消費額3.7兆円、4.4兆円から、日本の平成23年産業連関表を用
いて大まかな経済波及効果を計算したのが表3である。旅行消費額の費目別内訳に基づき、宿泊料金、飲
食費、娯楽サービス費を対個人サービスに、交通費を運輸・通信に、買物代を商業と分類しているが、実
際には買物の中身によってもっと多くの産業に分類することも可能であるため、大まかな試算であるが、
2016年は3.7兆円の旅行消費額から6.0兆円の波及効果が、2017年は4.4兆円の旅行消費額から7.1兆円の
波及効果が生み出されていることが分かる。
（2）観光の経済効果測定のためのマクロモデルの構築
　前章でみたように、観光の経済効果測定は実際にはほぼ産業連関表の分析で行われているが、産業連関
表による分析には限界もあるため、前項で見たように理論的には他のさまざまな方法が考えられる。なか
でも、大規模イベントの場合や、長期的な予測の場合は、観光関連の投資が行われることによる観光需要
誘発効果や価格への影響を含めるための、マクロモデル による経済効果測定が有効である。
　観光を含む一般均衡モデルの先行研究としては、谷口（2013）のようにCGEモデルを基本としたもの
はいくつか見られるが、ここでは宮川・川崎・枝村（2013）のように社会資本がマクロ経済に与える生
産力効果を含んだモデルに観光分野を明示的に組み込み、観光客、とくに訪日外国人増加による経済効果
測定のためのマクロモデルを提案する。
【供給側】
　まず、供給側要因として、藤丸（2002）および藤丸（2001）では、公的資本ストックの推計とマクロ
モデルへの供給効果の組み込みを行い、一般均衡型マクロモデルの推計を行ったが、それに準じて、観光
資本ストックの組み込みを試みる。具体的には、観光資本ストック（民間）には観光施設や宿泊施設など
が含まれ、観光資本ストック（公的）には、観光を支える運輸・通信などのインフラが含まれる。これら
のインフラは生産力を支える一般的な公的資本ストックとほぼ重なると考えられるため、それ以外の公的
資本ストックは含めない。なお、ここでは今期の資本ストックが今期の供給能力に影響を及ぼしていると
考えているため、資本ストックは期首ベースで考え、含める投資額は前期の分としている。
　　潜在GDP＝ f｛労働力，民間資本ストック，観光資本ストック（公的＋民間）｝
　　観光資本ストック（今期）＝観光資本ストック（前期）＋観光投資（前期）
【需要側】
　需要側としては、消費を一般消費と観光消費に分け、観光消費を外国人観光客によるものと、国内観光
客によるものとに分けて、それぞれの人数と消費単価をかけている。外国人観光客の観光需要関数は、国
ごとに算出しているみずほ総合研究所（2016）の例では、送り出し国のGDP、実質為替レート、原油価格、
イベントダミー（ビザ、SARS、東日本大震災）から測定しているが、ここでは観光資本ストックを含め
ているのが特徴である。観光消費単価は、所得および価格要因に左右されると考え、価格としてGDPデフ
レータを指標とし、外国人の消費単価には為替レートを含めている。
　　GDP＝消費（一般消費＋観光消費）＋投資（一般投資＋観光投資）＋政府支出＋輸出－輸入
　　 観光消費＝外国人観光客数 f（主要送り出し国所得，観光資本ストック，為替レート）×外国人観光
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消費単価 f（送り出し国所得，GDPデフレータ，為替レート）＋日本人観光客数 f（GDP，観光資本ストッ
ク）×日本人観光消費単価 f（GDP，GDPデフレータ）
【価格均衡】
　　GDPデフレータ＝ f（GDP－潜在GDP）
　このような観光を明示的に含んだマクロモデルによって、観光投資の経済効果、為替レートによる観光
収入への効果をシミュレーション分析により測定できる。さらに、イベントダミーを含むことで、SARS
や東日本大震災のような一時的な影響も見ることができるため、たとえば平和の経済効果などの測定も可
能になる。今回は価格均衡としてGDPデフレータだけを入れているが、観光投資拡大による賃金上昇や金
利上昇なども含めるために、労働需給による賃金の決定や、資金需給による金利の決定もモデルに含める
ことができる。
（3）経済効果測定に関するその他の課題
　しかしながら、このようなマクロモデルでもさらに測定できない効果もある。たとえば、外国人観光客
増加によって国際交流が進むことで外国の文化に対する関心が高まって海外旅行に出かける人が増えたり
外国語習得が進んだりすることで、さらに経済効果が生まれるかもしれない。または国際理解が進むこと
で争いを避け平和を求めるような効果もあるかもしれない。さらに、前章でみたような正の外部性・負の
外部性による効果も、正確に予測してモデルに含めることは難しい。
　それでもさまざまな需要増加を前提で置いてしまってその波及効果を計算する産業連関分析と異なり、
需要、供給、価格から分析する、供給面を含んだ一般均衡モデル型のマクロモデルではより現実的な推計
が可能になる。実際には、観光分野はその幅広い産業と関連している性格上、観光とその他の部分を明確
に分けることが難しく、資本ストックも観光とその他に分けるのが難しいかもしれない。そのため、この
モデルは実際の推計にはさまざまな課題を有するが、それでも挑戦的な試みとして意義があるものと考え
る。
結論
　観光による経済効果の測定は、需要増を仮定して、産業連関表によりその生産波及効果を推計するとい
う手法が用いられることが多い。しかし、その方法では投資による供給側効果が含められない。そこで、
観光投資と観光需要を明示的に含む一般均衡型マクロモデルの構築を行った。このようなマクロモデルに
より、経済効果をより正確に推計できるだけではなく、為替レートやイベント等によるシミュレーション
も可能になる。
　今回はマクロモデルの構築まででとどまったが、今後はさらにその推計を行い、観光投資の予測を行い
たい。
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